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基安発0914第1号

平成24年9月14日

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

(公印省略)

特定緊急作業従事者等に対するがん検診等に係る医療機関の指定等について

平成23年3月11日に発生した東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所

における厚生労働大臣が指定する緊急作業(電離放射線障害防止規則第59条の2第

1項の規定に基づき厚生労働大臣が指定する緊急作業(平成23年厚生労働省告示

第402号)で定める緊急作業。以下「指定緊急作業Jという。)に従事し、又は従事

した労働者については、 「東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業従事者

等の健康の保持増進のための指針J (平成23年10月11日策定。以下「指針Jとい

，う。)に基づき、事業者は、指定緊急作業に従事した聞に受けた放射線の実効線量

が50ミリシーベルトを超えた者(以下「特定緊急作業従事者等Jという。)に対

し、その被ばく線量に応じて、おおむね1年ごとに1回、がん検診等を実施するとさ

れている。また、指針では、国は、特定緊急作業従事者等のうち、現に職業に就い

ていない者等の一定の要件を満たす者に対し、がん検診等の検査等に要する費用の

全部又は一部を援助するとされている。

今般、当該検査等に要する費用の援助について、下記のとおり実施することとし

たので、その実施に遺憾なきを期されたい。



記

1 国の援助の実施方法

国の援助は、都道府県労働局長が医療機関を指定し、国の援助対象者(指針第

4の3のア及びイに規定する者。以下「援助対象者j という。)が当該医療機関

を受診した場合に、国が指定する検査の範囲に限り、その費用を国が負担するこ

とにより実施する。

2 国が指定する検査

国が指定する検査は、指針第2の2の規定に基づく検査及び指針第4の3の規

定に基づく一般健康診断に相当する検査(労働安全衛生規則第44条に定める項目

の検査。以下 f一般健康診断相当の検査j という。)とする。

なお、組、績好顕微鏡による白内障に関する眼の検査(以下「白内障に関する眼の検

査Jという。)を行う場合には、併せて眼の水品体の写真撮影を実施するとともに、一連の

検査として視力検査及び眼圧検査を実施しこれらを含めた評価を行う。また、一般

健康診断相当の検査を実施する場合には、併せて白血球数及び白血球数百分率の

検査を実施するo

国が指定する検査には、上記の眼の水品体の写真撮影、視力検査及び眼圧検査

等が含まれるものとする。

3 国が指定する検査を実施する医療機関の指定

医療機関の指定は、都道府県労働局が医療機関と契約を締結することにより行

フ。

(1) 医療機関の公募等

援助対象者に対し国が指定する検査を実施するため、都道府県労働局は一定

の要件を満たす医療機関の公募を行う。公募は都道府県労働局管内の医療機関

を対象とすることが原則であるが、援助対象者の利便を考慮し、近隣の都道府

県労働局管内の医療機関を選定することが適当と認められる場合には、当該近

隣の都道府県労働局とも協議の上、近隣の都道府県の医療機関も対象として差

し支えない。また、近隣の都道府県労働局において、援助対象者の利便の観点

から適当と考えられる医療機関を既に指定している場合には、本省とも協議の

上、援助対象者が当該医療機関を受診できるよう配慮する。

(2) 医療機関の選定要件

都道府県労働局は、次に示す要件を満たすものの中から、援助対象者の利便

も考慮、して医療機関を選定する。なお、健康診断を専門とする医療機関等が白



内障に関する眼の検査を実施する近隣の医療機関と契約を結び下記の要件を満

たすことは差し支えない。

ア 国が指定する検査に関し専門的知識及び経験を有する医師が充員されてお

り、当該医師がその検査を実施できること。なお、電離放射線障害予防規則

に基づく健康診断を実施している等、放射線に関する診断等に知識を有する

医師が望ましい。また、白内障に関する眼の検査に関しては、日常的に眼科

領域の診療等に従事している医師が行うことが望ましい。

イ 臨床検査技師等、国が指定する検査を円滑に遂行するために必要な者が充

員されていること。
さいげきとう

ウ 細隙灯顕微鏡や眼の水晶体の写真撮影機材等、検査の種類に応じて必要な

設備が装備されており、また、(公社)全国労働衛生団体連合会の行う総合精

度管理事業に参加している等、精度管理に努めていること。

(3) 医療機関選定に当たっての留意事項

医療機関の選定に当たっては、原則として国の指定する検査を全て実施でき

る医療機関を選定する。なお、管内の援助対象者が受ける検査が白内障に関す

る目の検査のみである等、検査項目が限定されている場合には、当該検査項目

を実施できる医療機関を優先して選定して差し支えない。また、管内の援助対

象者が多数の場合には、複数の医療機関を選定することも考慮する。

(4) 国が指定する検査の実施方法等

国が指定する検査の実施方法等に関し必要な事項は都道府県労働局長が定め

る。なお、都道府県労働局長が定めるべき事項は別添2の事項を含むものとす

る。

(5) 医療機関との契約

都道府県労働局と医療機関との契約は、別添1の契約書(例)を参考にして

行う。また、医療機関と契約を締結した場合は、当該医療機関の名称、所在

地、電話番号、担当者連絡先、上記(2)の要件への該当性等について、別紙の

様式第4号により本省に報告する。

4 国が指定する検査の費用の支払等の事務

国が指定する検査に要した費用(以下「検査費Jという。)の支払等の事務及

び検査の受診に要する旅費(以下「受診旅費」という。)の支払等の事務は、医療

機関と契約している都道府県労働局において次のとおり行う。

(1) 検査費の請求に使用する請求書及びその内訳の書式は、別紙の様式第1号及

び様式第2号を使用すること。

(2) 受診旅費の支払いは別添3に基づき行うこと。



(3) 検査費の請求書等の受付及びその内容審査、実施状況の確認、等については、

都道府県労働局健康主務課において行うこと。

5 国が指定する検査の結果報告

指定医療機関から報告を受けた国の指定する検査の結果については、速やかに

本省に提出する。



別添1

契約書(例)

支出負担行為担当官(都道府県名)労働局総務部長(総務部長氏名) (以下

「甲Jという。)と(医療機関名及び代表者氏名) (以下「乙Jという。)は、

f東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業従事者等の健康の保持増進のた

めの指針J (平成23年10月11日 以下「指針j という。)に基づく検査の実施に関

し、次のとおり契約する。

第1条 甲及び乙は、ともに信義を重んじ、誠実に本契約を履行するものとする。

第2条 乙は、甲が指定する者に対し、指針に基づく検査を実施し、甲は、乙が検

査の実施に要した費用を乙の請求に基づき支払う。

第3条前条の検査の内容、実施方法、費用の額、請求方法、その他検査の実施に

関し必要な事項は都道府県労働局長が定める。

第4条 この契約の当事者は2カ月前までに予告すれば、これを解約することがで

きる。

第5条この契約の有効期間は、平成 年 月 日から平成 年 月

日までとする。

第6条 乙は個人情報の保護に関する法律等の適用を受ける者であり、この契約に

より保有した個人情報の取扱いに当たっては、漏えい、滅失または棄損の防

止の他、保有個人情報の適正な管理に努め、その内容をみだりに他人に知ら

せ、または不当な目的に利用しではならない。

第7条 この契約に定めるもののほか必要な事項については、随時甲及び乙が協議

して定める。

上記契約の証として、契約書2通を作成し、甲及び乙がそれぞれ1通ずつ所持す

るものとする。

年 月 日

甲 支出負担行為担当官

(都道府県名)労働局総務部長(総務部長氏名)悶

乙(医療機関名及び代表者氏名) 印



別添2

契約書第3条の規定に基づき都道府県労働局長の定めるべき事項

1 (都道府県名)労働局が「東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業従

事者等の健康の保持増進のための指針J (平成 23年 10月 11日策定。以下「指

針Jという。)に基づく検査を実施する機関として契約した医療機関(以下「指

定医療機関Jという。)は、国の援助対象者(指針第4の3のア及びイに規定す

る者。以下「援助対象者j という o )に対し、国が指定する検査を実施する。

2 国が指定する検査は、指針第2の2の規定に基づく検査及び指針第4の3の規

定に基づく一般健康診断に相当する検査(労働安全衛生規則第44条に定める項目

の検査。以下「一般健康診断相当の検査Jという。)とし、次の(1)及び(2)を含

むものとする。また、当該検査の実施に当たっては、次の事項に留意する。

(1) 箱路好顕微鏡による白内障の検査を行う場合には、併せて水品体の写真の撮影

を実施するとともに、一連の検査として視力検査及び眼圧検査を実施しこれらを含

めた評価を行うこと。

(2) 一般健康診断相当の検査(現に職に就いていない者を対象とする。)を実施

する場合には、併せて白血球数及び白血球数百分率の検査を実施すること。

(3) 胸部エックス線検査は、直接撮影による胸部全域のエックス線写真とするこ

と。なお、一般健康診断相当の検査と肺がん検診を同時に行う場合には、胸部

エックス線検査は1回のみとすること。

(4) 大腸がん検診としての便潜血検査は2回実施すること。

(5) 放射線被ぱくを伴う検査は、当該検査の必要性が放射線被ぱくの不利益を上

回ると医師が判断した場合に実施すること。また、放射線被ぱくを伴う検査を

実施するときには、年齢等に応じた放射線被ぱくのリスクについて援助対象者

に説明し、援助対象者が当該検査を望まない場合には実施しないこと。

3 援助対象者の氏名、被ばく線量等、国が指定する検査の実施に必要な事項は、

(都道府県名)労働局が指定医療機関に通知する。また、当該検査を実施する時

期は、 (都道府県名)労働局と指定医療機関との協議により定める。

4 指定医療機関は、国が指定する検査の実施に当たる医師を指名し、 (都道府県

名)労働局に通知する。

5 指定医療機関は、援助対象者に対して国が指定する検査の受診の案内を行う。

受診の案内には、国が指定する検査の内容、費用負担、受診時期、受診時に必要

なもの等のほか、検査結果の国への報告等の説明を含める。

6 指定医療機関は、援助対象者が国が指定する検査を受診する際、援助対象者に



対して特定緊急作業従事者等被ばく線量等記録手帳の提示を求め、本人であるこ

とを確認する

7 指定医療機関は、国が指定する検査の実施に際し、検査結果の評価の参考にす

るため、必要に応じ、援助対象者に対し、過去の当該検査の結果、労働安全衛生

規則や電離放射線障害防止規則等に基づく健康診断の結果等を持参するよう勧奨

する。

8 指定医療機関は、援助対象者の利便を考慮、し、原則として 1日で全ての検査が

終了するようにする。

9 指定医療機関は、国が指定する検査を受診した援助対象者(以下「受診者Jと

いう。)に対し、検査の項目ごとの医師の診断・所見を含む検査の結果について

通知する。

10 指定医療機関は、検査項目ごとの医師の診断・所見を含む検査の結果について、

受診者が国への報告を希望しない場合を除き、 (都道府県名)労働局に報告する。

なお、報告様式は自由とするが、一般健康診断相当の検査の結果については、労

働安全衛生規則第 51条に規定する健康診断個人票(様式第五号)を活用すること

が望ましい。

11 指定医療機関は、受診者が重度の疾病に擢患している可能性があり、国が指定

する検査の範囲を超えた精密検査等を行う必要があると認められる場合には、受

診者に対し精密検査等の必要性や当該精密検査等が国が指定する検査の範囲外で

あることを説明し、本人の了解を得た上で、医療保険等による精密検査等の実施

又は他の医療機関の紹介等適切な措置を講ずる。

12 指定医療機関は、受診者に対し受診旅費の請求に必要な様式の配布、請求方法

の教示等必要な支援を行う。

13 指定医療機関は、国が指定する検査に要した費用の請求を行う場合には、国が

指定する検査を実施した月の翌月の 15日までに「特定緊急作業従事者等に係る

検査費請求書J(様式第1号)及び「特定緊急作業従事者等に係る検査費内訳書j

(様式第2号)を(都道府県名)労働局長に提出する。

14 国が指定する検査の費用の支払は、請求のあった日から 30日以内に行う。

15 国が指定する検査の費用は次のとおりとする。

(1) 細隙灯顕微鏡による白内障に関する眼の検査については3，100円を請求する。な

お、医師が必要と認め、前眼部に加えて後眼部の検査を実施した場合には3，700円

を請求する。

(2) 甲状腺の検査等

ア 甲状腺の検査

採血による甲状腺刺激ホルモン(TSH)、遊離トリヨードサイロニン(仕eeT3)及び遊離



サイロキシン(企eeT4)の検査については5，500円を請求する。なお、医師が必

要と認め、頚部超音波検査を併せて実施した場合には9，000円を請求する。

イ 胃がん検診

胃エックス線透視検査については8，100円を請求する。また、胃エックス

線透視検査に代えて胃内視鏡検査を実施した場合には11，500円を請求する。

ウ肺がん検診

胸部エックス線検査及び略疾細胞診については6，000円を請求する。なお、

受診者が放射線被ぱくを伴う検査を望まない場合で、あって、胸部エックス線

検査を実施しない場合には4，000円を請求する。

エ大腸がん検診

便潜血検査 (2回)については1，100円を請求する。

(3) 一般健康診断相当の検査については8，500円を請求する。肺がん検診により

胸部エックス線検査を実施し、一般健康診断相当の検査において胸部エックス

線検査を省略する場合には6，500円を請求する。

(4) 上記(2)の検査を実施した場合にはよ検査事務経費相当分として、 (2)の検査

を実施した者l人当たり3，000円を請求する。

(5) 受診日時の調整、案内及び検査結果通知等に伴う事務費相当分として、受診

者 1人当たり 1，000円を請求する。

(6) 指定医療機関が、受診者の同意を得て、追加検査、精密検査に使用すること

を目的として、診療状況を示す文書を添えて他の医療機関へ紹介した場合は3，

000円を請求する。また、指定医療機関において、画像の貸与料又はコピー料

を定めている場合には、当該貸与料またはコピー料を加算する。



様式第1号

特定緊急作業従事者等に係る検査費請求書

労働局長殿

請求金額 円

1 .請求金額の内訳

実施した検査の種類 内訳書添付枚数 検査費請求額

①白内障に関する眼の検査のみ 枚 円

②白内障に関する眼の検査及び一般健康診断相当の
枚 円

検査

③白内障に関する眼の検査及び甲状腺の検査等釦 枚 円

④白内障に関する眼の検査、甲状腺の検査等及びー
枚 円

般健康診断相当の検査

⑤その他出 枚 円

注1 甲状腺の検査等とは、甲状腺の検査、胃・肺・大腸がん検診を言う。

注2 rその他J欄は、労働者が受診を希望しない場合等、①から④に該当しない場合に記載する。

2.振込先金融機関等

振込先口座
ふりがな

名義人氏名

銀 行
本庖振込先 信用金庫
支庖

金融機関 農 協
出張所

組 iロh 

預金種別 普通 . 当座
口座番号 第 号

上記の金額を請求します。

平成年月日



様式第2号

特定緊急作業者従事者等に係る検査費内訳書

医療機関名

淫~ろー 雲ロノ~ ~国~ 
ふりがな 生年月日

昭・平
氏 名

年 月 日

個人番号*1 

① 白内障に関する眼の検査のみ

実施した検査 ② 白内障に関する眼の検査及び一般健康診断相当の検査

の種類本 2
③ 白内障に関する眼の検査及び甲状腺の検査等
④ 白内障に関する眼の検査、甲状腺の検査等及び一般健康診断相当の検査
⑤ その他

受診年月日

請求額(円)

* 1 特定緊急作業従事者等被ばく線量等記録手帳等に記載されている『個人番号j を記載する。
* 2 該当する検査の種類にO印を付す。

実施した検査の内容 備考{注1) 金額

検

査

の

細

目
(注2)

そ

の

他
(注3)

ぷ口b、 計

円

注1 r備考jの欄には、細隙灯顕微鏡検査の検査方法(前眼部のみ文は前眼部及び後眼部)、胸部
エックス線検査の省略、胃がん検診の検査方法(胃エックス線透視検査文は胃内視鏡検査)等を

記載すること o
2 r検査の細目Jの欄には、白内障に関する眼の検査、一般健診相当の検査、甲状腺の検査等の
内訳(甲状腺の検査、胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診)を記載すること。
3 rその他Jの欄には、受診日時の調整等に事務費相当分、甲状腺の検査等に係る検査事務経費
相当分、他の医療機関への紹介料等を記載すること。



別添3

特定緊急作業従事者等に係る受診旅費の支給要領

1 趣旨

「東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業従事者等の健康の保持増進

のための指針J (平成23年10月11日策定。以下「指針Jという。)に基づく検査

を実施する機関として都道府県労働局と契約した医療機関(以下「指定医療機

関Jという o )が、国の援助対象者(指針第4の3のア及びイに規定する者。)

に対し、国が指定する検査(指針第2の2の規定に国が指定する検査及び指針第

4の3の規定に基づく一般健康診断に相当する検査、その他これらの検査に付随

して行われる眼の水品体の写真撮影、視力検査、眼圧検査等を言う。)を実施す

る場合には、当該者に対し、この要領の定めるところにより、検査の受診に要す

る旅費(以下「受診旅費Jという。)を支給する。

2 受診旅費の支給対象者

受診旅費は、指定医療機関において国が指定する検査を受診した者(以下「受

診者Jという。)に対して支給する。

3 受診旅費の支給の範囲

受診旅費は、受診者及びその付添人が最も経済的な通常の経路及び方法により

旅行した場合に次の範囲で支給する。なお、付添人の旅費については、受診者の

健康状況等からみて一般的に必要か判断する。

ア 受診旅費の種類は交通費と宿泊料とする。

イ 交通費は、受診者及び付添人が交通機関(パス、電車、船、自家用自動車等

をいう。)を利用して、その居住地と指定医療機関を往復するために要する普

通旅客運賃等とする。

ウ 自家用自動車に係る旅費として支給する費用は、国が指定する検査の受診に

要したと認められる距離(その距離に 1キロメートル未満の端数が生じた場合

には、切り捨てること。)に応じて、走行1キロメートルにつき 37円で算定

した額とする。なお、これは「国家公務員等の旅費に関する法律J (昭和25

年法律第11 4号)第 19条の規定に基づく運賃の額の算定基準を準用したも

のであり、同条に基づく算定基準が改正された場合には、当該旅費についても

改正後の算定基準に準拠する。

エ 宿泊料は、地理的事情等により宿泊の必要があると認められる場合は 1泊に



っき6，600円を限度として実費額を支給する (2泊以上の宿泊を要する特段の

事情がない限り 1泊に限る。)。

4 手続

受診旅費の支給を受けようとする者は、指定医療機関に備え付けられた「特定

緊急作業従事者等に係る受診旅費請求書J (別紙様式第3号)に必要な事項を記

入のうえ、都道府県労働局あて請求する。

5 請求内容の審査

請求を受けた都道府県労働局は、指定医療機関から報告を受けた「特定緊急作

業従事者等に係る検査費請求内訳書j等により、受診の事実を確認するととも

に、請求書の内容を十分審査し不正受給の防止に努める。

6 受診旅費の支給

受診旅費の支給は、受診者の請求に基づき、都道府県労働局が行う。



様式第3号

特定緊急作業従事者等に係る受診旅費請求書

労働局長殿

下記の医療機関において国が指定する検査を受診したので、受診に要した旅費を請求し

ます。

請求年月日平成 年 月 日

医療機関名

受診年月日

受診者
ふりがな 生年月日

氏 名
昭・平

年 月 日

住 所

電話番号

個人番号*

*特定緊急作業従事者等被ばく線量等記録手帳等に記載されている『個人番号』を記載して下さい。

振込先口座
ふりがな

名義人氏名

銀 行
本庖振込先 信用金庫

金融機関 農 協
支庖

組 i口b、 出張所

預金種別 普通 . 当座
口座番号 第 号

交通機関利用日 利用交通機関名 利用区間 交通費

平成年月 日 一 円

平成年月 日 一 円

平成年月 日 一 円

平成年月 日 一 円

I注意1
1 公共交通費は普通乗車運賃のみ支給いたします。
2 自家用自動車を使用した場合、受診に要したとされる距離を区間とともに記載してください。距離
に応じて旅費を支給します。
3 受診旅費の諦求は、国が指定する検査を受診した都度請求してください。なお、請求書は受診した
日から一週間以内に提出してください。
4 国が指定する検査を受けるのに宿泊が必要と考えられる場合には、都道府県労働局へ照会してくだ
さい。また、宿泊費の請求には必ず領収書を訴付してください。
5 受診旅費の受領は銀行の口座振り込みに限定されます(郵貯銀行は対象外です。)。
6 不明な点等がありましたら、受診した医療機関又は都道府県労働局にご紹介ください。



様式第4号

特定緊急作業従事者等に係る指定医療機関報告

労働局

指定医療機関名

代表者職氏名

所 在 地

契約締結年月日

所属 氏名

担当者氏名等

ア 専門的知識及び経験を有する医師の充員の状況

イ 検査を円滑に遂行するために必要な者の充員の状況
選定要件該当性

(医師等の氏名、知職・経

験、機材の状況等を記載)

ウ 検査に必要な設備の装備等の状況

ア 一般健康診断相当の検査を実施する医療機関

イ 甲状腺検査、がん検診(胃・肺・大腸)を実施する医療機関
委託医療機関の分類

(該当するものにOを付す。) ウ 白内障に関する眼の検査を実施する医療機関

エ 上記アからウを実施する医療機関

※ 医療機関と契約した場合には、遅滞なく本様式により報告すること。なお、本様式

は医療機関ごとに作成すること。



関係労働局一覧

道海

森

手

城

島

城

玉

葉

京

劇

潟

阜

岡

賀

都

分

北

青

岩

宮

福

茨

埼

千

東

神

新

岐

静

.

滋

京

大

別記
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